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干渉理論の展開における連続と不連続

藤津 巌本

Summary 

It is commonly said that Emmeric de Vattel (1714-1767) is the first to have established the 

principle of non-intervention among Sovereign States in international law. However this notion 

is at most imprecise. Although it is true that he constructs his theory of international law upon 

the conception of a state of nature among Nations and thus asserts the non-intervention among 

them, it is only in this macroscopic conception of the international society composed of 

Sovereign entities and its logical consequence, non-intervention, that we can see his contribution 

to the doctrine of intervention. For other two components of the doctrine, however, Vattel 

cannot be called the founder. 

First, according to Vattel, on the one hand, the principle protects only that government 

which is legitimate in the sense that its Nation, the true holder of sovereignty, recognizes it. On 

the other hand, in the later doctrine of Lassa Oppennheim, one of the most influential scholars 

at the beginning of the twentieth century, it is any government de facto in control of the 

territory and population of the State that the principle places under its protection. Thus, there 

is a marked discontinuity between Vattel and Oppenheim. Behind this, moreover, lie their 

different conceptions of the subject of international law, Sovereign State. While Vattel regards 

a Nation or State as a collectivity of individuals, for Oppenheim, a State means an abstract 

entity distinct from the people. 

Second, to Vattel, it is only consent and treaty that can justify coercion by a foreign 

Nation. To Oppenheim, however, there are legitimate grounds of intervention such as 

enforcement, self-preservation, balance of power, and humanity, other than consent and treaty. 

Again there is a discontinuity. 

Thus there exists a great discrepancy between the doctrine of Vattel and the later doctrine. 

What caused such discontinuities? In my view, it is their difference of the concept of law that 

is responsible for it. It is well known that Vattel believed in the metaphysical law of nature, 

which led him to deductive reasoning. Therefore Vattel ’s doctrine of intervention is deduced from 

the abstract axioms and principles such as a state of nature, natural liberty, national 

sovereignty and voluntary international law. Oppenheim, on the contrary, takes positive law as 

the only genuine law, which in his doctrine of intervention first of all brings about inductive 

reasoning based on the observation of actual practices of States. In addition, his concept of 

positive law and the adoption of inductive reasoning also led him to adopt certain standards for 

evaluating State practices, and even partial deductive reasoning from the concept of positive law 
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itself. 

It is desired that this article will shed some light on the contemporary debates on 

intervention, especially on the argument that refers to Vattel as its justification. 

第 1 章問題の所在

第 1 節ヴァッテルと不干渉原則

国際法上国家に対する不干渉原則を確立したの

はヴァッテル（Emmerich de Vattel 1714-1767) 

であると一般に言われる。例えば国際法辞典

(Encyclopedia of Public International Law) 

の不干渉開則の項目においては、「明らかにヴァッ

テルが法原則としての不干渉を要求した最初の人

物である」l とされている。

しかしここですぐに問題になるのは、一体L、か

なる意味でヴァッテルにおいて近代国際法の不干

渉原則が確立したと主張されているのか、という

ことである。その点に関しては大まかに言って二

つの考えが存在する。一つは不干渉原則を巨視的

な観点から見る考えであり、もう一つは、具体的

なヴァッテルの不干渉原則についての議論が、近

代国際法の不干渉原則理論の原型となったとする

考えである。

ヴィンセン卜（R.J. Vincent）は、グロティウ

ス CH. Grotius）には主権並存社会という観念は

存在せず、したがって不干渉原則を確立する基盤

が存在しなかったことを指摘する。そしてホップ

ズ CT. Hobbes）における自然状態としての国際

社会観念の導入と国際法の否定から、プーフエン

ドルフ（S. Pufendorf) による諸国の法的平等の

主張を経て、ヴォルフ（C. Wolff）とヴァッテル

において不干渉原則の最初の明快な表明がみられ

るとする。彼によれば、ヴォルフは世界国家

(civitas maxima）の概念の導入によって不干渉

原則の明快な言明を混乱させているのに対して、

ヴァッテルは諸国の絶対的な自由と独立を基礎に

国際法を権主！し、不干渉原則を主張したのである

。2すなわちヴァッテルにおいて主権併存社会とそ

の社会の法としての近代国際法概念が確立し、そ

の論理的事，｝結として主権問の不干渉が近代ll~際法

上の義務として成立したということである。しか

しながら注意する必要があるのは、ここでは不干

渉原則は、主権併存社会においては主権問の不干

渉が原則になるというような非常に大まかな意味

において成立するに過ぎないということである。

その一方で、巨視的な意味のみならず、ヴァッ

テルの具体的な干渉理論がその後の国際法・国際

法学の干渉理論の原型となった、と主張する学説

も存在する。例えばウィンフィールド（P.H.

Winfield）は、ヴァッテルの議論の構造が近代干

渉理論の萌芽であると考えている。ヴァッテルの

干渉論は、通常時における絶対的不干渉と、内乱

時におけるその例外という構造を持っていた。ウィ

ンフィールドによれば、この不干渉原則と内乱に

対する干渉という構造の上に、後になって、国家

間関係に対する干渉と国際法違反にする救済手段

としての干渉という概念が、寄生的（parasitic)

に成長を遂げたのであるJ このような近代干渉理

論の理解に立って、彼は内乱時における干渉の正

当化事由を中心に干渉理論を構成しているJ

また田畑は、ヴァッテルにおいて初めて不干渉

原則が強く主張され、それがフランス革命時や 19

世紀初頭に、大陸諸国の君主制支持の干渉に対抗

するために、実行上主張され、定着したとする。5

すなわち、ヴァッテルの不干渉原則と、フランス

革命時や神聖同盟に対抗するために主張された国

家実行上の不干渉原則の聞の連続性を主張してい

る。

他方、ヴァッテルの不干渉原則！と、 19世紀以降

の不干渉原則の不連続性を認める見解もある。6 ロ

ウ（V. Lowe）によれば、ヴァッテルにおいては、

今日では国際法と国内公法に区別される分野の両

方が議論の対象とされていた。そしてそこでは、

人民主権的な国内的正当性と、対外的独立・不干

渉原則が不可分に結び付けられていた。その結果、

抑圧的な君主に対する人民の抵抗を支援するため

の外国の干渉は、不干渉原則の例外として正当化

されていた。7 しかしながら彼によれば、このよう

な国内的正当性と不干渉原則の結ひ‘っきは、 19 世

紀において失われたのであるJ ここでは、ヴァッ
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テルの不干渉原則と 19世紀以降の不干渉原則は、

その主体・保護対象が異なることが示唆されてい

る。これは、ヴァッテルの不干渉原則が、現代国

際法学における国家主権・不干渉原則よりも、む

しろ自決権に近いことを含意するという点で、両

者の質的相違を指摘するものであるJ

第2節視座と構成

これらの学説から、巨視的な枠組み、例外につ

いての議論、その主体・保護対象という、三つの

点について、ヴァッテルとその後の学説の関係を

問題にできることがわかる。この点を念頭に、本

稿では、伝統的国際法学の干渉理論とヴァッテル

の干渉理論を比較検討し、干渉理論の歴史的展開

におけるヴァッテルの位置づけを明らかにする。

そしてヴァッテルに巨視的な意味での不干渉原則

の存在は確認できるが、ロウが示唆するようにそ

の主体が異なり、また正当化される干渉の諸類型

などの詳細な議論は見出せないことを示す。

また本稿では、ヴァッテルとその後の学説の聞

にこのような連続性、不連続性が見出される理由・

原因も明らかにする。ロウは、 19世車白2.{降の学説・

実行をヴァッテルの不干渉原則の歪曲と断定し、

抑圧された人民への支援を認めるヴァッテルへの

回婦を主張する。10 このような主張を根拠づけるた

めには、ヴァッテルの干渉論がいかなる理由で 19

世紀に放棄されたのか、そしてその理由が現在で

はもはや無効になっており、ヴァッテルへの回帰

が可能なことの検証が不可欠なはずである。ロウ

の主張は、 19世紀における自然法の放棄、現代に

おけるその再生を前提としていると解釈できるが、

彼の議論はこの点について十分とは言えない。11

この連続性、不連続性の原因として、本稿では
ロウの示唆に従い、特に両者の法源・方法論の相

違に注目する。従来一般に、ヴァッテルが自然法

論を採用しているのに対し、 19世紀の国際法学は

実証主義の時代であるとされる。12 そうだとするな

ら、両者の方法論の相違が、その記述する国際法

の内容に反映しているのではなし、かと考えること

ができる。日なぜなら、自然法論は法を超経験的な

存在と捉え抽象的に議論するのに対して、実証主

義は法を社会の中に経験的に観察される事実とみ

なし、したがって現実の社会とそこにおける国家

実行という経験的事実を検討の対象にすると思わ

れるからである。ただし検討においては、議論の

演緯性・帰納性という単純な理解を先験的に前提

にはせず、より詳細に、演緯的議論においていか

なる公理がいかなる基準によって採用されている

のか、帰納的議論において国家実行のいかなる判

断基準がいかなる理由に基づいて適用されている

かを検討する。連続、不連続の理由を明らかにす

るためには、単純な二分法を越えた、両者の理論

的・方法論的前提と、その干渉論への影響の、よ

り厳密な理解が必要だからである。

まず次章において、伝統的国際法学の干渉理論

を、オッペンハイム CL. Oppenheim 1858-1919) 

の議論を例に検討し、その特徴を明らかにする。

第3章においては、第 2章で明らかになった諸特

徴に照らして、ヴァッテルの干渉理論を検討し、

両者の間に決定的な差異が存在することを明らか

にする。そしてその相違が、両者の法源・方法論

の違いによってもたらされていることを明らかに

する。第4章が結論である。

第2章伝統的国際法学の干渉理論

本章でオッペンハイムの干渉理論を検討対象に

選ぶのは、彼の議論が第一次世界大戦以前の伝統

的国際法学の通説的見解であり、現代国際法にお

ける干渉論の展開の前提となっていると考えられ

るからである。すなわち、オッペンハイムの体系

書は、第一次世界大戦以前に代表的な体系書であっ

たのみならず、著者の死後も改訂が重ねられ、第

二次世界大戦後においても代表的な体系書の一つ

に数えられている。 14 そして 1955年の第8版におい

ても、オッペンハイムの干渉論の基本的構造は維

持されている。 15 したがってオッペンハイムの干渉

論は伝統的国際法学の代表的見解であり、戦間期

以降の干渉論の展開の出発点とみなすことができ

る。

検討においては特に、彼の採用する法源・方法

論の観点から彼の干渉論の構造を理解することを

目指す。したがって以下では、まずオッペンハイ

ムの法源・方法論を確認し、次に彼の干渉論の具
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体的内容を概観する。そして最後に、オッペンハ

イムの干渉論の構造を彼の法源・方法論から明ら

かにする。

第 1 節オッペンハイムの法概念・法源・方法論

オッペンハイムは自然法を明示的に否定し、実

定法（positive law）のみを法学の対象とする。16

その結果、実定法を検討するための前提として、

それが存在する現実の社会の認識が必要になる。

彼は、国際社会が上位者を戴かない独立国家の併

存からなるという現実認識を前提としている。そ

して、このような社会でも存在しうるような実定

法の定義を導き出している。彼の法定義は、直接

的には、集権的立法・執行機関の欠如をもって国

際法の法的性格を否定するオースティン（J.

Austin 1790-1859）の法概念への反論をなす。17 オッ

ペンハイムによれば、およそ国際法学の成立以来、

国際法規則が法的拘束力を持っか否かが議論され

てきており、 19世紀においてはオースティンやそ

の弟子達が、国際法の法的性格を否定してきた。18

彼らは法を、主権的政治権威によって定立され執

行される、人間行動についての規則の総体と定義

している。彼らの定義が正しいならば、主権的政

治権威が存在しない主権国家聞に法は存在しなし、。

しかしながらオッペンハイムによれば、慣習法の

存在を説明できない点で彼らの定義は誤っている

0 19 そこで彼は、道徳と法とを比較することによっ

て、「法とは、ある共同体（community）の内部

における人間行動の準則の集合で、外部の権力に

よって執行されなければならないことについて共

通の同意（common consent）が存在するもので

ある」皿という法の定義を導き出している。

そしてこのように法の基礎を同意に求めるこ

と

国の共通の同意なので、そのような共通同意が表

れうる事実と同じ数の国際法の法源が存在しなけ

ればならず、かっ同じ数だけしか存在しえないと

いうことは明白である。そのような事実は二つし

かない」と述べ、条約と慣習のみを国際法の法源

だと結論づけている。22 ただし、条約における同意

が意識的なものであるのに対して、慣宵法におけ

る｜司意は無意識的なものである。四

さらにこのような法源論の採用から、国家実行

の観察による諸国の同意の確定という実証主義的

方法が帰結している。オッペンハイムは、「実証

主義的方法は法学一般によって適用されている方

法であり、その方法は、研究者や調査者の意図や

目的がなんであろうと、彼が諸国の慣習的実行

(customary practice）や立法条約に見出される

既存の承認された国際法規則から出発することを

要求する」剖と述べている。このオッペンハイムの

方法については、以下の点に留意する必要がある。

まず、圏内判例、仲裁判例、学説は法源ではな

くお、慣習を構成する国家実行でもない泌と捉えら

れている。第二に彼は、「実証主義的方法が国際

法学の正しい方法であるなら、我々はあらゆる種

類の偏見を排除するように努めなければならない

」町と述べ、国家実行認識における主観的価値判断

の排除を強調している。第三に、普遍的な慣習法

の成立には必ずしも国際社会のすべての国家の慣

習的承認は必要でない。例えば、海洋に関する普

遍慣習法の成立には内陸国の承認は必要ではなL 、。

オッペンハイムはこの点を、「ある規則は、これ

までにその規則を適用する立場にあった（bisher

in die Lage kamen, die betr・. Regel 

anzuwenden）すべての国が、その規則を慣習的

に承認してきており、かっこれらの国家の数と重

要性が非常に大きく、その規則の背後に国際共同

体全体 (gesamten internationalen 

Staatengemeinschaft）の命令的利益が存在する

と促えられるときに、普遍国際慣習法規則であ

る戸と定式化している。海洋法の例が示すように、

この条件は国家実行の観察によって普遍的な適用

範囲を持つ法を導き出すために必要不可欠だった

と言える。

第2節オッペンハイムの干渉理論

オッベンハイムの干渉理論で問題となるのは、

干渉概念と不干渉原則、例外として正当化される

干渉の諸頬型、そもそも干渉ではないとされる協

力（cooperation）、そして干渉と戦争の関係であ

る。

第 1項干渉概念と不干渉原則
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オッペンハイムは干渉を、「一国による他国の

問題への命令的介入（dictatorial interference) 

であり、事物の現状の維持あるいは変更を目的と

しているY と定義する。 彼は、「厳密な干渉は、

常に命令的介入であり、純粋で単純な介入ではな

いことが強調されねばならない」と述べ、「した

がって干渉は決して周旋（good _offices）、仲介

(mediation）、取りなし (intercession）、協力と混

同されてはならない。なぜならそれらのいずれも

命令的介入を含まないからである」としているf

このようにオッペンハイムは干渉の命令的性格

を強調している。そして上記のような干渉にあた

らない行為との区別から、干渉は必ずしも武力行

使に限られないことがわかる。31 これは、干渉が国

家の主権・独立との関連で議論されていることか

ら帰結していると思われる。すなわち、国家の独

立を制約する行為は命令的・強制的行為一般であ

り、武力行使に限る理由はないのである。また後

述するように、オッペンハイムは国際法違反国に

対するその遵守の強制も干渉に含めており、干渉

概念には、国内管轄事項に対するという意味合い

は含まれていないと言える。32

オッペンハイムは、国際社会が主権国家から成

るという事実から、国家に対して認められること

が当然で自明な基本的権利が存在するという直観

的な議論四を否定する主張に同意しつつ、「しかし

基本権という誤った表題の下に、伺百年もの［BJ多

くの正しい主張がなされてきており、まさに匝l際

社会の構成員資格から導き出される真の権利義務

が、慣習的に承認されているということを考慮し

なければならない」34 とする。このようにして慣習

により承認された平等、尊厳、独立、領域的・属

人的支配権、国家責任が、全体として国家の国際

的人格 (International Personality）を構成す

る。35 そしてオ y ぺンハイムは、「諸国の凶際的人

格を保護する国際法によって、干渉が原則的に禁

止されていることは、疑いがない」36 と不干渉開WJ

を定立している。ここから、オッベンハイムが国

家の国際的人格や不干渉原則を、演鐸的．直観的

な基本権即

に基礎づ．けようとしていることがわカ為る。

第 2項正当化される干渉

オッぺンハイムは、干渉が国際法上原則的に禁

止されていることは疑いないとしつつ、「他方、

この規則に例外があることも同様に疑いがない。

というのは、権利によって行われる干渉が存在し、

また権利によっては行われないが、それにもかか

わらず国際法によって認められ、それぞれの国家

の人格の侵害を伴うにもかかわらず許容される

(excused）干渉が存在するのである」37 と述べてい

る。したがって権利による干渉と、権利ではない

が許容される干渉の二種類がある。それぞれにつ

いて彼は以下のように論じている。

(1) 権利による干渉

オッペンハイムは、権利による干渉の意義を、

「干渉権は常に関係国の独立や領域的・属人的支

配権に対する法的制約に基礎づけられており、後

者は干渉を受け入れる義務を負うY という点に求

めている。その具体的な類型としては次のような

ものを挙げている。

まず第一に宗主国、保護国は従属国、被保護国

に対して干渉権を持つ。第二に在外自国民の保護

権が他国に対する干渉権をもたらすことがある。

第三に、国家がその内的独立、領域的・属人的支

配権について条約によって制約されているときに、

その制約に従わない場合には、他の締約国は干渉

権を持つ。第四に、国家の対外事項が、条約など

の権利によって同時に他国の事項でもあるとき、

前者が一方的に当該事項を処理する場合には後者

は干渉権を持つ。第五に、国家が普遍的に承認さ

れた国際法原則を侵害する場合には、その原則に

従わせるための他国の干渉権が認められる。最後

に、保障条約によって他国の園内政体を保障した

国家は、その条約が君主個人間ではなく、国家聞

に結ばれている限りにおいて、干渉権を持つ。却

オッペンハイムが挙げている以上の事例は、大

きく二つに分類できると考えられる。一つは宗主

国、保護国、保障国など、条約による特別の法関

係によって干渉権が認められている場合である。

この場合には、干渉権は被干渉国の国際法違反を

前提としていない。もう一つはその他の事例で、

国家が、条約や普遍｜ドJな l1i]I療法原則に従わない場

合に、その遵守を強制するために干渉権が与えら
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れる場合であり、被干渉国の国際法違反を前提と

している。

①条約による干渉権

オッペンハイムが条約による干渉権が認めるの

は、主権が条約によって制限されうること、さら

には分割されうることを認めているからだと考え

られる。オッペンハイムによれば、国家が条約に

よって自己の主権を制限し、さらには主権の一部

を譲渡して不完全主権国になることが一般的に認

められているのであるfそしてこの主張の根拠は、

現実に国際社会に不完全主権国が存在するという

点に求められている。すなわちオッペンハイムに

よれば国際社会には従属国、被保護国、連邦構成

国が存在しヘしかもこれらの国々は外交使節を

授受し、国際条約を締結しているf このように準

主権国が現に存在する以上、主権は分割可能とい

う主張に理があるのであるf

②国際法違反に対する干渉権

国際法違反に対する干渉権について注意すべき

なのは、具体的な事例に対する言及がないことで

ある。在外自国民保護に関しては具体的な事例は

言及されていない。条約違反に対する干渉権につ

いては、対外事項に関する条約違反について、

1878年ロシアがトルコとサンステファノ平和条約

を結んだ際、イギリスがこの内容が 1856 年のパリ

条約、 1871 年のロンドン条約に矛盾すると抗議し

た事例を挙げる。しかしながら、オッペンハイム

自身認めているように、実際には干渉に至らなかっ

た。＇＇普遍的な国際法原則違反に対する干渉権に関

しては、オッペンハイムは、「これは普遍的に承

認されている。例えば、もし一国が公海における

他国の商人に管轄権を拡大しようとするなら、こ

れは関係するこ国間の問題であるのみならず、す

べての他国が干渉権を持つ。なぜなら、公海の自

由は普遍的に承認された原則であるからY、と述

べている。しかしこれも仮定的な事例でしかない。

(2）許容される干渉

オッペンハイムは、「権利による干渉とは対照

的に、関係国の独立と領域的・属人的支配権を侵

害し、当該国はその干渉に根気強く従い、堪え忍

ぶ義務をまったく負わないにもかかわらず、許容

されるとみなされねばならない干渉が存在する」46

と述べる。一般的に認められ許容されている干渉

として、彼は自己保存のための干渉と勢力均衡の

ための干渉を挙げる。

①自己保存

オッペンハイムは自己保存に関する節において、

「国際法の存在の最初期から、自己保存は、他国

を侵害する多くの国家の行為に対する十分な正当

化事由だとみなされてきた。通常は、すべての国

が相互に人格を尊重しあわなければならず、した

がって相Eに侵害しないことを義務づけられるが、

自己保存の目的のために一国によってなされた他

国の一定の侵害は、国際法によって禁止されな

い」41 と定式化している。つまり自国の自己保存と

他国の主権が抵触する場合には、自己保存が優先

しうるのである。彼は自己保存の事例として、イ

ギリスがデンマーク艦隊を全捕した事件、アメリ

カがスペイン領アメリア島の海賊を討伐した事件、

キャロライン号事件を挙げているfそしてオッペ

ンハイムは、「自己保存のための干渉に関しては、

自己保存においてなされた他国の国際的人格の必

要な侵害が許容されるなら、干渉に含まれるその

ような侵害もまた許容されねばならないことは明

白である。また、そのような自己保存において行

使される干渉が、第三国による現実の、あるいは

切迫した干渉によって誘発されたか、なんらかの

他の出来事によって誘発されたかは関係ない」49 と

述べる。自己保存によって干渉も正当化されるの

である。

②勢力均衡

オッペンハイムは、「勢力均衡の利益による干

渉に関しても、許容されねばならないことは同様

に明白である。国際社会の構成員の間の均衡は国

際法の存在自体の不可欠の条件である。もし諸国

がお互いに抑制し合うことができないならば、当

然過度に強力な国家が法ではなく自己裁量に従っ

て行動しがちになるので、すべての国際法はまも

なく消滅するF と述べる。彼によれば、ウエスト

フアリア条約以来、勢力均衡原則はヨーロッパの

歴史において支配的な役割を果たしてきたのであ

り、諸国自身と学者の大部分は、勢力均衡の利益

による干渉の許容性について合意している。また、

トルコ帝国の保全のために行使された干渉の大部
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分は、条約によって根拠づけられない限り、勢力

均衡の利益による干渉と分類されなければならな

いとされ、その例としては、 1886 年と 1897 年に

おける、列強のトルコ・ギリシア関係への干渉が

挙げられている。51

③人道

さらにオッペンハイムは、人道的干渉について

議論している。彼によれば、多くの学者は宗教的

虐殺などを停止させるために人道の利益によって

行われる干渉は合法だと主張しており、実際過去

に列強はこれらの根拠で干渉した。521827年の列強

によるギリシア独立戦争への干渉、 トルコのキリ

スト教徒の虐殺を停止させるための数次にわたる

干渉がこれにあたる。オッペンハイムは、人道的

干渉の現在における合法性については否定的だが、

その将来的な合法性については好意的な態度をとっ

ているf

ここで注意すべきなのは、オッペンハイムの挙

げる事例がトルコに集中している点からも予想さ

れるように、人道的干渉は文明概念と密接に結び

ついているということである。オッペンハイムは、

国際法は人類の権利（rights of mankind）を保

障しているという議論を、国際法は国家間の法で

あり、個人は国際法主体になり得ないことを理由

に否定している。しかし彼によればこの見解にも

一定の理由がある。国際法はキリスト教文明の産

物であり、キリスト教から生じた倫理的慨念が、

その国際法による実現を要請することに不思議は

ないのであるfそして彼は、その例のーっとして

人道的干渉を挙げ、「もしある国が、自己の臣民

やその一部を、人道を揺るがすほど残酷に扱おう

とするなら、世界の残りの部分の世論は、近代文

明の概念により適した生存を市民に保障するのに

十分な法秩序の確立をそのような国に強制するた

めの干渉を行うことを、列強に要求するであろう」

と述べている0 55 ここでは人道と文明がほぼ同義に

扱われており、人道的干渉が、国際法をキリスト

教文明の産物とする認識と不可分に結びついてい

ることが窺える。また、このような歴史的認識に

基づいてへオッペンハイムは国際法を「文明国

がその通交において法的拘束力を持つとみなして

いる慣習的、または協定的な諸規則の集合に対す

る名称である」57 と定義している。したがって、人

道的干渉の議論の背景には、国際法を文明国tHJ の

法と捉える認識が存在すると言うことができる。

第3項協力

オッペンハイムは、「協力とは、一国によって、

圏内革命を鎮圧するために、他国の要請によって

与えられる助力と支持を本質とする介入の名称で

ある」甜と定義している。彼によれば、協力は命令

的要素がない以上そもそも干渉にあたらな L、。そ

の例としては、 1849年にハンガリーにおける反乱

を鎮圧するために、ロシアがオース卜リアに与え

た援助が挙げられている。

以上の記述と事例から明らかなように、国家を

代表して協力を要請するのは既存政府である。反

乱や革命においても既存政府の国家代表資格は失

われない。すなわち反乱や革命の正当性や既存政

府の非正当性は、既存政府の国家代表資格に影響

しな L、。言い換えれば、正当性の如何を問わず、

既存政府は主権国家を代表する資格を認められ、

その非正当性を根拠とする政府への強制、叛徒へ

の援助は国際法上違法な干渉である。59

これが意味するのは、主権国家はその正当性に

関わらず常に既存政府によって代表され、したがっ

て不干渉原則はあらゆる既存政府を保護対象とす

るということ田である。オッペンハイム自身は、

国家の代表を国家の元首（head of a State）と

呼び、元首の国家代表権について、「この権限は、

国家元首が正当な (legitimate）元首であるか、

あるいは纂奪者であるかという問題からは、疑い

なく独立している。ある個人がさしあたって国家

の元首であるという事実だけで、彼がそのような

元首として行為する権限が与えられる。そして彼

の国家は彼の行為に法的に拘束される」61 と述べて

いる。ここから、正当性に関わらず現実に支配し

ている政府、既存政府が常に主権国家を代表し、

不干渉原則によって保護されることがわかる。

さらに、政府の国家代表資格が実際の支配によっ

てのみ判断され、その支配の正当性如何は問われ

ないということは、主権が存する国家が、抽象的

な存在であって、君主や人民のような、政府とは

別の独自の意，思を持つ具体的な個人や人間集団と
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は異なることをも意味すると考えられる。なぜな

ら、もし主権が具体的な君主や人民に帰属し、か

っ彼らが政府の意思とは区別される独自の意思を

持つなら、当然政府の代表資格は彼らの現実の同

意が存在する限りにおいて認められるに過ぎず、

正当性基準が適用されなければならないはずだか

らである。オッペンハイムが、「今日、学者の大

部分は、君主も議会も人民も国家における本来的

な主権者ではなく、国家自身が主権者であると教

えている」回と述べ、国家を「主権政府の下にある

地域に多数の個人が居住しているという事実から

の抽象（abstraction）」聞と呼んでいることから、

彼における国家の抽象性を確かめることができる。

そして以上のような正当性に関わらない現実の

支配による政府の国家代表資格の判断、政府の非

正当性に基づく強制の禁止の主張は、 19世紀前半

の国家実行の認識に基づいていると考えられる。

彼によれば、ウィーン会議後の神聖同盟は、正統

性 (legitimacy）の原則に基づき正統な王朝と反

自由主義的な立法のために小国の国内事項に頻繁

に干渉して、干渉に関する国際法原則を黙殺し

た刷が、このような試みは 1848 年の諸革命によっ

て最終的に崩壊したのである065 

第4項戦争

オッペンハイムは戦争と干渉を明確に区別して

いる。彼は、強制的紛争処理手段（compulsive

means of settlement of differences）のーっと

して干渉を挙げている。そして、強制的紛争処理

手段と戦争の相違点を三つ指摘する。最初の違い

は、強制手段は戦争行為とはみなされず、平時関

係は妨害されないという点にある。二番目の相違

点としてオッペンハイムは、強制手段は最悪の場

合でも一定の有害手段の適用に限られるのに対し

て、戦争においては国際法によって禁止された手

段を除けば武力の適用に制限がない点を挙げてい

る。三番目の相違としては、強制手段においては

目的が限定されているのに対し、戦争の目的につ

いては法的な制限が存在しない点が指摘されてい

る。66 ここで重要なのは、この三需 II の相違点は、

戦争概念の帰結として生じているということであ

る。彼は次のように言う。

戦争は事実であり、国際法によって承認され、

多くの点で規制されるが、国際法によって確立

されるわけではない。戦争を、他国によってな

された不正に対する満足を得るための自助とい

う法的救済と定義する論者は、戦争が両当事者

によってしばしば政治的理由のみで行われてき

たことを忘れている。彼らは可能ではあるがまっ

たく必然的ではない戦争原因を、戦争の概念と

混同している。国家が、国際不法行為に対する

救済を他に得ることができないので戦争に突入

し、法的に承認された自助としてのみ戦争を遂

行していると主張することはありうる。しかし

国家が、政治的理由のために、戦争に追いやら

れるか故意に戦争を遂行するときには、戦争に

よって何らの法的に承認された自助行為は遂行

されていない。そして戦争が法的紛争のために

遂行されようと政治的紛争のために遂行されよ

うと同ーの戦争法が効力を持つa51

このように国際法上はいかなる理由に基づいて

行われる戦争も違法と評価されないが故に、上記

の三番目の相違点が生ずるのである。

以上のような、平時における強制手段としての、

正当化される事由が制限された干渉と、理由の合

法性が評価されない戦争という、戦時・平時の二

元構造の結果、しばしば指摘される曲ような、平

時円行えば違法な干渉になる根拠であっても、よ

り大規模な戦争によって追求することは合法であ

るという、ねじれ現象が生じている。

第3節オッペンハイムの干渉理論の構造

以上の検討から、伝統的国際法学における干渉

理論の基本的な特徴が明らかになった。以下では、

このオッペンハイムの干渉理論の構造を、彼の実

証的法源・方法論との関連において明らかにす
る 0 69具体的には、第一に当時の諸大国の実行の一一・

致の有無が具体的な国家実行が慣習法か否かの判

断基準になっていること、第二に彼の実定法概念、

が、慣習法の判断基準であると同時に、それを越

えて直接的・演縛的に干渉論の内容を規定してい

ること、第三に独立国家の併存する社会という現
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実認識が、上記の方法・判断基準で、導き Hl された

干渉a;iJ度の基本目的についての認識を規定してい

ること、そしてこれらが彼の実証主義の1活結とし

て説明できることを示す。

第 1項諸大国の実行の一致

前節の検討から明らかなように、オッペンハイ

ムは、日己の干渉理論が慣習法であることの根拠

として様々な国家実行を示していた。したがって、

オッペンハイムは、彼の方法論に従い国家実行認

識に基づいて干渉論を構成している。

ここで想起すべきなのは、第 l 節で確認した、

彼の実,liE(r(J方法についての三番目の留意点である。

オッペンハイムにおいては、普遍慣習法の成立に

は必ずしも国際社会のすべての国家の承認は必要

ではなかった。すなわち彼によれば、「これまで

にその規則を適用する立場にあったすべての国」70

が慣習的に求認すれば、普遍慣習法が成立する。

これは、国家実行認識に基づいて普遍的な適用範

囲を持つ法を導き出すためには必要不可欠な条件

だと言える。そしてオッペンハイムにとっては、

干渉についての「規則を適用する立場にあったす

べての似U は、当時の諸大国であった。すなわち

彼は、干渉の性質上、大国しかそれを行える立場

にないと考えている。このことは、干渉の国家実

行の慣習法的性格を判断する基準が、諸大国の国

家実行の一致の有無にあることから確かめられる。

例えば、条約による干渉権に関して、オッペン

ハイムが従属国の例としているエジプトを倹討し

てみると、 1840 年にトルコと i与填英露が結んだ条

約によって当時トルコ支配下のエジプト太守であっ

たメフメト・アリーに世襲的支配権が認められ71 、

その後のトルコ皇帝の諸勅令によって、彼やその

継承者の｜孟｜内法制定権や非政治的事項に関する条

約締結栴ーなどが認められた。72 ここから、エジプト

の政治的事項に関する条約締結権はトルコが保持

しており、少なくともその点についてトルコが命

令・干渉権を持つこと、またこのようなエジプト

の限定的な国際法主体性に関して列強の［1i］怠が存

在していることがわかる。

諸大｜五｜の実行の一致が慣習法判断の話準とされ

ていることは、オッペンハイムが挙げているL 1F. 

統主義に基づく干渉権の主張とその否定について

の 19 世紀前半の｜五｜家実行73の検討からも明らかに

なる。大陸諸［ !iiの 1820 年のトロッパウ議定書は、

革命に対する即日ljについて、「1. ヨーロッパ同盟に

属する諸国で、その国内制度の形態について、反

乱によって成し遂げられ、かっその帰結が他国に

とって脅威であるような変更を被ったものは、そ

の事実によつて卜

の状況が正統な秩！亨（ordre l百gitime）と安．定の

保障を示すまで排除されつづける。 2.同盟諸国は

この排除の宣言に留まらず、彼らが宣言した出川

に忠実に、かっ側々の正統政府（Gouvernement

legitime）とその自由意思から生ずるすべての行

為を尊重して、不正な方法（voies illegitimes) 

によってもたらされた変更の承認を矩否すること

を約束する。 3.そのような変更がなされた諸国が、

その近接性によって他国に急迫の危険について危

倶させるとき、そして同盟諸国がその点に関して

実効的で有益な行動をとれるときには、彼らを［1i]

盟の内部に連れ戻すために、第ーには友好的な働

きかけを、第二に強制力（force coercitive）の使

用が不可避な場合には、強制力を行使する」74 と出

定している。

不干渉原則は、このような反革命干渉の主張を

否定するものとして、イギリス政府によって iリj維

に主張された。外相カースルリー（Castlereagh)

は 1821 年 1 月 19 日の凶状において、次のように

大陸諸国の干渉権の主張を否定している。「イギ

リス政府ほど、自己の急迫の安全や本質的利益が

他国の国内関係によって重大な危険に曝されたi必

合における、｜刻家や閏家計の干渉権を支持する JjJ

意がある国は(f{f：しない、ということが明確に£IH

解されるべきである。しかしながら、イギリス政

府はこのような権利の保有（assumption）を、

最大の必要性によってのみ正当化され、かつそれ

によって制限され規制されるものと考えるので、

この権利がすべての革命迎動に、個々の国家やむ，J

家群への直接的な影響を Y;·慮せずに、一般的かっ

無差別に適川されるとか、将来的に同盟の恭礎と

なされうるとかいうことを認めることはできなし、。

イギリス政附はこの行使を最大の価値と重安明ーを

持つ一般原則の例外であり、特別の事例の状況か
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らのみ適切に生ずるものと考える。しかし同時に

イギリス政府は、この種の例外は、最大の危険を

伴うことなしには、規則に変形し、諸国の通常の

外交や国際法制度 (Institutes of the Law of 

Nations）に編入することはできない、と考え

る J750 このようにカースルリーは、ある国におけ

る革命がそれ自体隣国の安全への脅威になり、大

陸諸国と同様、急迫の危険、すなわち自己保存に

よって干渉が正当化されることがあることを認め

つつも、その適用を厳格に制限し、そしてあらゆ

る革命に対して干渉権が認められるという主張を

否定して不干渉原則を主張している。

この正統主義に基づく干渉の企図は、 1848 年の

諸革命勺こおいて最終的に崩壊した。 1848 年 2 月、

フランスで革命が起こり、共和制が宣言された。

この時、イギリスの外相ノf ーマストン

(Palmerston）は大陸諸国とフランス双方の不干

渉を求めた。彼は「我々の行動原則は、一見して

永続性の見込みのあるあらゆる統治（rule）を承

認し、それ以外は承認しない、というものである。

…・我々は残りのヨーロッパのフラン Xへの干渉

(meddling）を阻止することを約束するであろう。

もちろん我々は、彼らがそのような意図は持たな

いと確信しているが。フランスの支配者たちは、

フランスが残りのヨーロッパのし、かなる場所を攻

撃することも阻止することを約束しなければなら

ない」？？と書いている。他方フランス共和国の外相

ラマルティーヌ（Lamartine）は、 3 月 2 日の回

状において、「フランス共和国の宣言は、地上の

いかなる政府形態に対する攻撃でもなし、。政府の

諸形態は、諸人民の性格、知的、道徳的、物質的

発展の多機性と同じように、正当な Clegitimes)

多様性を持つ。……真の政治家の日からすれば、

君主制と共和制は死に至るまで相争う絶対的な原

WJ (principes）ではない。それらは対!Klをなし、

相互に理解し、尊敬しあうことによって、共存で

きる事実（faits）である。したがって戦争は、

1792 年にその必要性が不可避かっ栄誉で‘あったよ

うには、フランス共和国の原則ではない」78 と書い

た。一時は正統主義に基づく反革命干渉を推進し

たオーストリア宰相メッテルニヒ（Metternich)

でさえ、 3J J 7 11 の書簡において、「我々は次のよ

うな原則から出発する。すなわち、一方では、我々

がこの通知を送るすべての宮廷は、フランスの国

内問題の解決に対するいかなる干渉

(intervention）も許容されないことについて一致

するに違いないとしても、他方諸宮廷は、フラン

スが、政府形態を変更したという事実によってフ

ランスに課された条約義務から解放されるとか、

あるいは他国の国内問題に干渉する（se meler) 

権利があるとか考えうるということを認めるつも

りはない」、「諸宮廷はその国の圏内問題の解決に

関する問題に干渉することを要求されているとは

考えない。諸宮廷は事実のみに拘束され、その観

点から、慣例的な国際関係を開始するために彼ら

の眼前に現れる形成された政府を見るのである」79

と述べ、相互不干渉を主張した。このように、

1848年革命においては、イギリス、共和制を宣言

したフランス、以前は反革命干渉を主張していた

大陸諸国のいずれもが、国内政体の非正当性に基

づく干渉を否定し、不干渉を主張したのである。

協力の事例としてオッペンハイムが挙げるロシ

アのオーストリアへの援助佃は、この諸革命の一

環として発生したハンガリーにおける反乱を鎮圧

するために与えられた。援助を承諾するロシア皇

帝の声明

入の根拠を、オーストリアの公式の要請に対する

道徳的義務と、自己防衛（propre def巴nse）のた

めの必要性から導き出される実定的権利（droit

positif) に求めている。田イギリス外相バーマスト

ンは、議会において、この援助について「現在我々

の議論の対象になっているような、一国がその自

己の主権を行使して他国の援助を求める場合があ

ります。我々がし、かにその状況を嘆こうとも、い

かに我々がそこから巨大な危険と害悪が生じるこ

とを憂慮しようとも、我々はこの国をそれらの戦

闘に参加させるような形で介入 (interpose）する

権利を与えられていません」回と述べた。

以上の検討から、オッペンハイムが自己の理論

の恨拠として挙げているこれらの事例が、不干渉

原則、 TE統主義による｜二渉の否定と実効的支配に

よる政府の国家代表権判断、既存政府への援助の

合法性、自己保存のための干渉の合法性について

の諸大国の国家実行の一致を示すものであること
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がわかる。

さらに勢力均衡のための干渉についても同じこ

とが言える。オッペンハイムはその事例として例

えば 1897年の列強のトルコ・ギリシア関係に対す

る干渉を挙げていた。 1896年、トルコ領クレタ島

で反乱が発生し、 1897年 2 月、反乱軍がギリシア

との合併を宣言した。これに呼応してギリシア軍

がクレタ島に侵入すると、列強は国際部隊をクレ

タ島に上陸させた。列強は 3月、クレタ島がトル

コ領にとどまりながら自治を保障される旨の提案

を行ったが、ギリシアはこれを拒否、列強はクレ

タ島を封鎖し、反乱軍を攻撃、島をヨーロッパの

保護下に置くことを宣言した。白1897 年 3 月 2 日の

英伊独仏露のトルコに対する共同通牒においては、

「列強は、平和の維持の確保とオスマン帝国の保

全の尊重の願いに突き動かされ、クレタ島への列

強の武力干渉 (intervention armee）やギリシア

軍の島における存在をもたらした無秩序を終結さ

せるための手段を模索してきた」曲と述べられてい

る。また同日のギリシアに対する共同通牒におい

ては、列強が、「その長期化が性質上ヨーロッパ

の平和 (la paix de l'Europe）を重大に侵害する」

状況を終結させるための共同行動に合意したこと

が宣言され、ギリシアが提案を拒否し、ギリシア

軍が6 日以内にクレタ島から撤退しない場合には、

強制手段をためらわないことが示されていた。86

そして人道的干渉についての、「そのような干

渉を認める国際法規則が本当に存在するかどうか

は、疑われるのももっともである。しかし他方、

世論と列強の姿勢がこのような干渉に好意的なこ

とは否めず、列強の集団的干渉という形態で行わ

れるという前提の下に、人道の利益による干渉が

許容されるという規則を将来国際法が承認するで

あろう、と言っておそらくかまわない」87 というオッ

ペンハイムの評価も、諸大国の実行の一致が昔遍

慣習法の条件であるということを示唆している。

第 2項法の定義

第 l 節でι在認したように、オッペンハイムは法

を、「ある共同｛本（community）の内部における

人間行動の準則の集合で、外部の権力によって執

行されなければならないことについて共通の同意

(common consent）が存在するものである」曲と

定義している。この法定義が、諸大国の実行の一

致と並んで、干渉に関する規則の慣習法的性格の

判断基準となっている。すなわち、この法定義を

満たすように国家実行や国際社会の現実が解釈さ

れている。具体的に基準となっているのは、執行

と共同体である。

(1）執行

定義から明らかなように、オースティンにとっ

ては法の存在に不可欠だった集権的な法定立・執

行機関は、オッペンハイムにおいては必要ではな

い。しかし、外部権力による執行は依然、として法

の不可欠の条件である。その点について彼は、

「国際法規則の執行のための中央権威の必然的欠

如の結果、諸国は法について自ら責任を負わねば

ならなし、。自救と、被害国に共感した他国の援助

が、国際法規則を執行することができ、また実際

に執行している手段なのである。これらの子段が

多くの不都合を持つのは事実である。しかしこれ

らは外部権力の性格を持つ手段である」曲と述べる。

国際法違反に対する干渉権は、この自救と他国

の援助を具体化したものだと言える。すなわち、

国際法違反に対する干渉権は、中央執行機関の存

在しない国際社会において、諸国が自ら国際法を

執行し、国際法の実効性を保つための手段として

要請されている。

この点は彼の干渉論の中に既に明白である。オッ

ペンハイムによれは＼干渉は、事実上（de facto) 

政策問題である。干渉は権利による場合であって

も、権利を行使するか否かは各国の裁量である。

また、許容される干渉の場合、自己保存の必要、

勢力均衡への危険、非人道性の度合いについての

判断は各国に委ねられている。要するに、干渉は

各国の主観的判断に委ねられているのである。90 し

かしオッペンハイムによれば、このことに大きな

危険はない。彼によると、国際社会の構成員の聞

には非常に多くの利益が共有されており、かっ列

強問の嫉妬心は非常に強いので、一強国の違法な

干渉に対しては、必ず他国が反応する。また、不

正な干渉は国際法原l!IJの違反なので、すべての他

国に対して国際法違反に対する干渉権の行使が認

められるのである。ここから、「国際法はすべて
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の国家の利益と緊密に結びついており、諸国は自

らこの法の維持と実現を確保しなければならなし,, 

ということが明らかになる」91 のである。

ここで注意する必要があるのは、前節で示した

ように、国際法違反に対する干渉権に関しては、

明確な事例は挙げられていなかったということで

ある。したがって、ここにおいては、執行の要請

は単に国家実行の慣習法化判断基準であることを

越えて、国家実行認識を介さず直接規則内容になっ

ていると考えることができる。すなわちここでは、

執行の理論的要請が、国際法違反に対する干渉権

を非経験的・演緯的に導き出している。ただし、

これまでの議論から明らかなように、この演緯性

は、経験的観察という実証主義的方法を導き出し

たのとまさに同じ彼の実定法概念から生じている。

勢力均衡の国家実行の評価にも、国際法の執行

への関心が作用している。オッペンハイムは国際

法史から得られる第一の教訓として、国際法は、

国際社会の構成国聞に勢力均衡が存在する限りに

おいて存在できるということを挙げる。彼によれ

ば、「主権国家の上に立ち、国際法の諸規則を執

行することができる中央政治権威は存在しないし、

また決して存在し得ないので、勢力均衡が、国際

社会のL、かなる構成国が強大化することも阻止し

なければならない」ヘ勢力均衡は集権的執行機関

の代替物なのである。

(2）共同体

オッペンハイムは共同体の存在を法の条件とし

ている。この条件は、法の基礎を同意に求めるこ

とに対する批判に応えるという役割を持っと考え

られる。93 彼は、国際法が国家の同意に基づくので

あれば、国家はいつでも同意を撤回し国際法を否

定できてしまうという批判に対して、国際法は文

明諸国の利益共同体の産物（ein Produkt der 

Interessengemeinschaft der zivilisierten 

Staaten）であり、「この利益共同体は個別国家の

意思からは完全に独立しており、かっそれらより

強力であり、法規則定立への同意を強制するY と

反論している。オッペンハイムは、慣習法に表れ

る同意は無意識的なものであるとしたが、この無

意識的な性格が利益共同体による強制を意味して

いると考えることができる。

人道的干渉の恨底にあった、文明国聞の法とし

ての国際法という主張は、法の条件としての共同

体の存在を論証する必要から生じている。オッペ

ンハイムは、国際共同体は存在するかという問い

に対して、「この問題には、文明世界に関する限

りにおいては、明らかに肯定的に答えられる」95 と

述べる。彼によれば、文明国は多少の例外を除け

ばキリスト教国であり、宗教、科学、芸術によっ

て結び付けられてきた。さらに農業や産業の発展

は文明国聞に貿易を発展させた。これらの共通利

益が諸国を共同体に結び付けたのであるf以上か

ら、共同体の存在の必要性によって、国際法がヨー

ロッパのキリスト教国の間で発展してきたという

歴史的現実が、文明という法的概念に変換されて

いると考えることができる。

第3項主権併存社会

第 l節で検討したように、オッペンハイムは実

定法のみを法学の対象とした結果、実定法が存在

する現実の社会の認識を必要としていた。具体的

には、独立国家が併存し、上位機関の存在しない

社会としての国際社会という現実認識が前提とさ

れていた。この国際社会認識は、自然状態という

ような抽象的な仮定からもたらされたものではな

く、現実のヨーロッパの歴史認識から導き出され

ている。すなわち彼によれば、中世においては皇

帝と教皇の普遍的権威のもとでは成立する余地は

なかった国際法が、ヨーロッパが独立諸国家に分

割されることによって必要とされるようになり、

ウエストフアリア条約によって、独立諸国家の平

等を基礎とする共同体が成立したのであるf

この主権・独立を基礎とする国際社会認識は、

上記のように導き出された干渉諸規則の背後を貫

く、干渉制度の基本性格の内容を規定している。

すなわちこの認識が、主権国家間の権利・利益の

調整を目的とする干渉論という基本認識をもたら

している。言い換えれば、オッペンハイムの干渉

論には、個別国家の利益に還元できない国際社会

全体の権利・利益の実現という観点は存在しない。

まず、協力と権利による干渉は、国家の同意を

その合法性の根拠とすると言えるが、国家の同意

によって制限や授与されうるような利益は、明ら
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かに個別国家の利益である。普遍的国際法違反に

対する干渉権の部分は、国際法秩序全体の利益が

保護されているようにも見える。しかし前項で述

べたように、これは被害国の自救を基礎とするも

のであり、したがって保護されるのは国家の利益

である。他方、許容される干渉は、まさに主権に

含まれる法的利益聞の抵触の調整を目的としてい

る。自己保存は国家の安全の利益を前提とし、勢

力均衡は「国際社会の構成員の独立の保障Fを意

味する。また、前節で確認したように、人道・人

類の権利が国際法上の権利と認められない理由は、

国際法が国家聞の法であり個人は主体になりえな

いというものだった。ここから、国際法には国家

以外に帰属する権利・利益が存在しないことが窺

える。

また、干渉論の関心が国家の利益の調整にある

ことは、前項で検討したようにオッペンハイムが

干渉についての判断を各国の裁量に委ね、かつそ

れを容認するからも確かめられる。国際社会全体

の権利・利益の保護が問題となっているのなら、

それを各国の主観的判断に委ねて構わないという

認識は生じないはずである。

第4項小括

これまでの検討から、オッペンハイムの干渉論

の構造が、実定法のみを研究対象とする彼の実証

主義的姿勢によって規定されていることが明らか

になった。そこで、本稿の目的からは多少外れる

が、干渉論の構造から理解される限りでの、オッ

ペンハイムの実証主義の性格について付言してお

く。

オッペンハイムの実証主義に関しては、一方で

それが、諸国が明示・黙示の同意を与えている規

則を確証することによって法の存在を経験的に示

すものであり、彼の示す国際法規則と歴史的事象

の動向との聞には広範な一致が見られるとする立

場がある。抽

しかし他方で、オッペンハイムの方法論では現

実の国際法を十分に捉えられないという、その実

証性・経験性の限界を指摘する学説がある。l曲さ

らには、彼はそもそも実証的・経験的事実に基づ

いて議論を構築しようとしていないという主張が

ある。IOI 例えばリースマン（W.M. Reisman）は、

オッペンハイムは国際法を経験的に同定可能な諸

国の政治的意思の産物と考えたが、そこに現れた

のは「奇妙に理論的な実証主義（a curiously 

theoretical positivism）」だったと述べ、オッペ

ンハイムは分析的、定義的（definitional) な方法

を用いており、彼が配置した経験的データは主と

して逸話的（anecdotal) な意味合いしかもたな

いとする。凹また、特にオッペンハイムを対象と

するものではないが、以上の批判とは対照的に、

あらゆる法認識は主観的・相対的であるとして、

客観的認識の可能性を前提とする従来の実証主義

国際法学全般を批判する諸学説が近年存在する。l回

この問題に関しては、本章の検討から以下の点

を指摘できる。第一に、オッペンハイムがそもそ

も国家実行や経験的事実に基づいて議論を構築し

ていないというリースマンらの主張は、少なくと

も彼の干渉論に関しては、そのままでは維持でき

ない。オッペンハイムの干渉論の大部分は、国際

社会と国家実行の認識に基づいて構成されていた

のである。ただし国際法違反に対する干渉権に見

られるように、彼の議論の中に、彼の理論的関心

が国家実行認識を介さず直接演鐸的に国際法規則

として提示されている部分が存在する。この点に

おいて、リースマンの主張にも一定の妥当性があ

る。したがって第二に、オッペンハイムの議論が

現実の国際法を十分に捉えていないという批判に

は検討の余地がある。オッペンハイムが国家実行

の慣習法的性格を判断する基準は、第一に諸大国

の実行の一致、第二に彼の国際法定義との一致で

あり、かっ彼の実定法概念が直接的・演縛的に内

容を規定している部分がある。このような彼の議

論の客観性には限界がある。また第三に、そもそ

も客観的な認識は存在しないという実証主義批判

も否定できなし、。オッペンハイムに判断基準が存

在すること自体が、認識の主観性・恋意性の表れ

だと考えることができる。l倒

本章の検討を次のようにまとめることができる。

オッぺンハイムの干渉論の根本的前提には実定法

のみを検討対象とするという姿勢が存在した。こ

の基本姿勢から、主権併作：社会という現実認識と、

オースティンへの反論をなす実定法概念が生じて
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いる。その結果、干渉論の織成において、経験的

事実の観察による諸国の同意の確定という実証主

義的方法が採られ、またその実証主義の帰結とし

て諸大国の実行の一致が判断基準となっている。

他方、同じ実定法概念が、国家実行認識のもう一

つの判断基準となり、また執行に関しては演鐸的

方法さえもたらしている。そしてこうして導き出

された干渉諸規則が、国家の個別利益聞の調整と

いう観点から整理されている。したがって、自ら

主観性の排除を強調するにも拘わらず、オッペン

ハイムの干渉論の経験性・帰納性、国家実行認識

の客観性には、まさに彼の実定法概念自体に由来

する限界が指摘できる。

第3章ヴァッテルの干渉理論

オッペンハイムの教科書を聞けばすぐにわかる

ように、彼は、個々の節や章のはじめに、参考文

献を提示している。干渉に関しでも参考文献一覧

が提示されている。その最初に挙げられているの

はヴァッテルである。踊ではオッペンハイムはヴァッ

テルの干渉理論を受容しているのだろうか。前章

と同様、以下でもまず彼の法源・方法論を確認し、

次に干渉論の内容を概観する。そして最後に両者

が多くの点で異なることを示し、その原因が法源・

方法論の相違にあることを明らかにする。

第 1 節法源・方法

ヴァッテルにおいては、必要国際法（Droit des 

Gens Necessaire）、意思国際法 CDroit des Gens 

Volontaire）、協定国際法 CDroit des Gens Con 

ventionnel) 、慣習国際法（Droit des Gens 

Coutumier）が国際法の法源として認められてい

る。しかし彼において国際法体系を構成するのは

前二者であり、協定国際法と慣習国際法は国際法

体系論ではなく歴史に属するとされる。l田

まずヴァッテルは、「国際法は元来諸国に適用

された自然法に他ならない」聞として、彼の国際

法論が自然法に立脚するものであることを明らか

にし、「自然法の諸国民への適用から成り立つ法

を我々は必要国際法と呼ぶ。諸国民はそれを遵守

することを絶対的に義務づけられるから、それは

必要、である」四と必要国際法を定式化している。

他方、意思国際法は、国家の独立と自由、その

帰結としての必要国際法上への適合性についての

判断権の各国への分散という前提からもたらされ

る法であると考えられる。ヴァッテルは「この自

由と独立の結果、国民の良心が彼に要求すること、

国民がなしうること、なしえないこと、国民にとっ

てふさわしいこと、ふさわしくないことについて

判断し、その結果、国民が自己自身に対する義務

を欠かさずに他の国に何らかの務めを果たしうる

かを検討し決定することは、個々の国民に帰属せ

ねばならなし、」1田と述べる。必要国際法は良心を

拘束する法とされている 110ので、自己の行為が必

要国際法に適うか否かの認定権は各国に分属する

ことになる。このような前提からヴァッテルは意

思国際法を導き出す。必要国際法上の正当性につ

いての認定権が各国に分属し上位の判定者が存在

しない結果、諸国の自由と自然社会を維持する必

要から、少なくとも外的効果においては、諸国民

が平等と扱われるのである。111 そして意思国際法

は、良心を拘束するのみの必要国際法とは異なり、

他国に遵守を強制できる権利、完全権（droit

parfait)112 を規定するとされる。川また、意思国

際法の基礎とされている推定された同意

(consentement presume)114 は自然法によって強

制されるものであって、実証的に明らかにされる

ものではな L 、。 115 意思国際法の内容は、経験的な

観察によって導き出されるものではないのである。

このような法源論の結果、ヴァッテルの方法論

は直観的、演緯的なものになる。実際彼は、実行

上の事例について「私はただ読者をときどき寛が

せ、あるいは例を示すことによって理論をより明

確にし、そして時には諸国民の実行が諸原則に一

致していることを示すことだけを望んだj と述べ

ている。 116

第 2節干渉理論

以下での検討の対象は、干渉概念と不干渉原則、

その例外、そして例外とは認められない諸事由で

ある。検討に際しては、彼の議論が演鐸的である

点に留意する。
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第 l項干渉概念と不干渉原則

ヴァッテルは干渉の明確な定義は行っていなし、。

しかし、彼の記述からだいたいの意味はつかむこ

とができる。主権者に対する不干渉についてヴァッ

テルは次のように言う。

主権者は、国民が支配と統治の任務を委託し

た人物である。国民が彼に権利を付与した。国

民のみが、自己に与えた指導者がその権力をど

のように使うかについて直接の利害を持つ。し

たがっていかなる外国も、その主権者の行政を

調査（prendre connaissance）したり、その行

いの審判者を自任したり、伺も変更しないよう

強いる権利はない。117

すなわち彼によれば、行政を調査したり、主権

者の行為を審判したり、行為を強制したりするこ

とがすべて干渉にあたるのであり、干渉は必ずし

も武力行使に限られない。118 119 同時に、「国内事項

への干渉（se meler • • • de ses affaires 

domestiques）」l却という言い方から、干渉概念自

体には圏内事項という意味が含まれていないこと

がわかる。またヴァッテルが、戦争と武力行使を

同義に扱っており山、また干渉にあたる行為には

武力行使が含まれているのは間違いないという点

から、戦争も干渉に含まれると言える。

他方ヴァッテルは不干渉について次のように定

式化する。

諸国民（Nations）の自由と独立の明白な帰

結として、すべての国民は自ら適切と判断する

ように統治する権利を持ち、いかなる者も他国

の統治に干渉する（se meler）権利をまったく

持たない。国民に帰属しうる権利の中で、疑い

なく主権は最も価値あるものであり、他国は国

民に不正をなすことを望まないならば、それを

最も誠実に尊重しなければならな L 、。 122

不干渉原則は国民の自由と独立から生ずるわけ

であるが、諸国民の自由と独立は、人間の自然的

自由を前提に、自然状態としての国際社会という

概念から演鐸的に導き出されている。123 それゆえ

不干渉原則自体も最終的には人間の自然的自由、

自然状態としての国際社会という概念に由来する

と考えられる。124 ここから、ヴァッテルの不干渉

原則が、オッペンハイムが否定したところの基本

権理論と同ーの構造を持つことがわかる。125 ただ

し、「各主権国家はすべての他国から独立してい

ると主張しているし、実際に独立している」126 と

述べられていることから、彼の念頭には、自然状

態という概念と同時に当時のヨーロッパ社会の現

実があったと考えることができる0127

第 2項不干渉原則の例外

ヴァッテルは不干渉原則の例外として、条約に

より独立が制限されている場合と、内戦の正当な

一方当事者への支援の場合を考えている。

(1）条約による干渉

まず、前者について彼は、「自己の思うように統

治することは独立の属性である。主権国家は、条

約によって自ら他国に与え、そして統治というよ

うな嫉妬深い主題の性質上、条約の明白で公式的

な文言を逸脱することができない、特別の権利に

よって制限されない限りは、この点に関して不自

由ではありえない。そのような場合を除けば、主

権者は、周旋（bons offices）以外によって国内

事項に干渉しようと企てる者を敵とみなす権利を

持つ」l田と述べ、条約によって外国に干渉権が与

えられる可能性を認めている。

ヴァッテルは主権国家に関して、「どのような

形態の下であれ、いかなる外国にも従属すること

なく自ら統治するすべての国民（Nation）は、主

権国家（Etat souverain）である」1四と述べてい

る。したがって彼においては、外国に従属してい

ないことが主権国家の条件である。しかしながら

これは、同意によって自らの主権を制限した場合、

直ちに主権国家でなくなるという趣旨でなない。

彼は不平等同盟国、被保護国、朝貢国、臣従固な

ども、主権を放棄していない限り、主権国家とみ

なされるとしている 0 130 同意によって他国に対し

である程度従属していても、主権は維持されるの

である。例えばヴァッテルは連邦国家について、

「連邦の共同の議決は、自発的な約束の名の下に、

いくつかの点で主権の行使を制約しうるが、個々
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の柄成［flの j二権に L、かなる侵害も与えないだろう。

人は、「！ら締結を望んだ約束を履行させられると

き、白 111 カ〉つ 1虫立で‘あることを少、しもやめない」日

と述べている。条約による干渉権の前捉．には、こ

のような主権概念があると思われる。ただしそこ

には、連邦国家や臣従国家が現実に存在するとい

う認識も反映していると考えられる。 l32

(2）内戦の正当な一方当事者への援助

ヴァ y テルは内戦の正当な一方当事者への外国

の支援を認める。彼は次のように言う。

しかしながら、もし君主が、基本法を侵害し

て、彼に抵抗する正当な理由をその人民に与え

た場合には、もし暴政が耐え難いものになり、

国民を立ち上がらせた場合には、すべての外国

は援助を求める抑圧された人民を援助する権利

がある。……人民が、理由があって抑II：者に対

して武器をとるときには、自由を守る勇敢な人々

を援助することには正義と寛容があるのみであ
る。 1担

この主張は、彼が抱いていた主権者＝政府概念、

さらには主権が帰属する国家の概念の論跨！的帰結

として生じている。ヴァッテルの理論においては、

主権者は統治を委託された人物である。彼によれ

ば、主権はあくまで社会に帰属するのであって、

主権者はそれを代表して行使するに過ぎない。 l34

他方、ヴァッテルにおいて基本法とは、主権高が

主権を行使する際に従うべき権利義務を定める法

であり i35、 l写｜民が制定する0 i36 したがって主権者は、

主権を行使する際に基本法に規定された権利義務

を遵守しなければならない。閉その結果、基本法

を侵害し国民との契約を侵害した不正な主権者は、

権利なき纂奪者とみなされ、彼に対する国民の抵

抗権が認められるのである。閣

抵抗する人民に対する外国の援助が内法である

というヴァッテルの命題は、このような前促の論

理的な帰結として牛じている。

以上から、ヴァ y テルにおいて主権国家を代表

する主権者二政府は、それが正当な限りにおいて、

すなわち本来主権が帰属する社会＝ JtJ民の｜「i］立を

得ている限りにおいて、代表資格を持つというこ

とがわかる。このことは、主権者の代表権の相続

に関して、「相続は、国家（Etat）の福祉と安全

のために、国民（Nation）の明示の意思または黙

示の同意によって確立される」問と述べられてい

ることからも確かめられる。川

また、このようにヴァッテルにおいて主権者の

主権国家代表資格が国民の同意の有無によって判

断されるということから、彼において主権国家と

国民が同一視されている...、ということがわかる。

実際彼は、国家に関して、「国民（Nations）ある

いは国家（Etats) とは、政治体（Corps

Politiques）、つまり共に力を合わせて自分達の

福祉および利益を獲得するために結合した人々の

社会（Societes d’hommes）である Jl42 と定義して

いる。そして他の場所で国民を「市民社会に結合

した多数の人々（une multitude d’hommes, qui 

s ’unissent en Societe Ci vile) J''3 と呼んでいるこ

とから、ヴァッテルにおいて国家と国民、社会は

同義であり、人々の集合体を意味することがわか

る。また、「国民という団体（Corps de la 

Nation）が支配権すなわち命令権を自己に保持す

るなら、それは人民の統治、つまり民主制であ

る」l44 という言明や、「国家の通常の行動において

は、多数の意見が、異論の余地なく国民全体の意

見とみなされなければならない」145 という言葉、

さらには主権者の相続に関する争いの決定権は国

民にあるという叙述川から、主権の帰属する国家二

国民が、具体的な人間の集合体であり、代表者た

る主権者と区別される独自の意思を持つことがわ

かる。要するに、ヴァッテルの理論は文字どおり

の国民主権叩lこ基づいているのである。

ヴァッテルは以上のように国民の抵抗権に対す

る外国の援助の合法性を説明した後、次のように

結論づける。

したがって、事態が内戦（Guerre Ci vile）に

至ったときにはいつでも、外国は二党派のうち、

正義に基づいていると彼に見える側を援助する

ことができる。憎むべき暴君を支援する荷、不

正で反乱的な人民を支持する者は、疑いなく彼

．の責務に対して罪を犯している。しかし L権者

と人民の間で政治社会の紐帯は断たれるか、少
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なくとも中断されており、それらは二つの異な

る国家（Puissances）とみなされることができ

る。そして両者はあらゆる外国の権威から独立

しているので、何者もそれらを審判する権利は

ない。それぞれが原因（raison）を持つことが

でき、それらを支援する者もそれぞれ自分が正

しい原因を支援していると信じることができる。

したがって意思国際法の下に両党派は平等の権

利を持つかのごとく行動でき、決着までそれに

応じて互いに扱わなければならな L 、 0 148 

ヴァッテルは、内戦によって国民が分断された

ときには、それぞれが独立の国民とみなされると

考えているのである。149 したがって内戦は、主権

国家聞の戦争と同様に扱われることになる。ここ

からも、ヴァッテルにおいて国家＝国民が具体的

な人間集団を意味していることがわかる。

他方意思国際法は、前述したように、諸国民の

独立の結果、必要国際法についての判断権が分属

することから、外的効果において諸国を平等に扱

うために生ずる法であった。これを｜司家聞の戦争

に適用すると、少なくとも外的効果に閲する限り、

双方正当とみなされ、第三国は根拠があると思わ

れる方を援助できるという帰結をもたらすことに

なる。！日

このような、内戦の両当事者をそれぞれ独立の

国民とみなすという前提と、必要国際法の認定権

の分属の結果としての意思国際法、その帰結とし

ての交戦［i~i当事者の正当性という前提から、内戦

の一方当事者への支援の合法性が演鐸的に導き出

されるのである。 151

以上から、ヴァッテルが内戦の正当な一方当事

者への援助を不干渉原則の例外として認めており、

それは、国家と国民、社会を同←ー視し、それを抽

象的な仔在ではなく、独自の意思を持つ具体的な

人間の集合体と捉える考え日2と、その結巣として

の、主権者二政府は、正当な限りにおいて、すな

わち凶民の同意を得ている限りにおいて主将I凶家

を代表する資絡を持つという宅えの論fl~l ［戸j帰結と

してI j：＿じている、と結論づけることができる。

それでは、ヴァッテルのこのような £14！論と，，，，家

’五行はどのような関係にあるか0 153 ヴァッテルは

イギリス名誉革命やオランダ独立戦争、ユグノ一

戦争の事例を挙げているが、後二者はヴァッテル

よりも 1 世紀以上前の宗教戦争の事例であり、 r)ij

者も 70 年前のものである。したがって、これらの

事例が当時の国家実行を反映しているとは考えら

れなし、。さらに、それはあくまで「諸国の慣行は

我々の規則にー致している」山ことを示すためで

あって、方法論的に国家実行から規則を導き出し

ているわけではない。以上から、ヴァッテルの議

論が当時の国家実行の認識を反映しているとはみ

なせない。

第 3項例外としては認められない事由

(1）安全権（Droit de surete) 

ヴァッテルは、独立を論じる同じ章において、

他国の権利侵害に対する強制の権利について述べ

ている。この権利は、独立・不干渉原則の例外を

なし、オッベンハイムにおける国際法違反に対す

る干渉権に対応するものであろうか。

ヴァッテルによれば、国民は自己保存、自己と

その状態の完成という責務を自然法によって却さ

れており、それに対応して、あらゆる侵害

Clezion）から身を守る権利を持つ。この権利は安

全権と呼ばれる。安全権ーからは、不正に対する抵

抗権（droi t de resister）、賠償請求権（droit de 

poursuivre la reparation）、処罰権（droit de 

punir）が生じ、これら三つの権利は、正当戦争

の根拠を与える諸原則と同ーのものとされる 01詰

ただし、侵害は完全権に対するものでなければな

らな L 、。 156

抵抗権は「陰謀の先手をとる権利」157 も合み、

その結果ヴァッテルは、「国民はまた、脅かされ

た場合には侵害を子防する権利をも持つ」！日とし

て、現実の侵害が允生していなくても、戦争に訴

える権利を認めている。そこからヴァッテルは、

一国の勢力が問大したときに他国は戦争に訴える

ことができるか向か、という勢力均衡に関する川

題を検討し、「勢力の用大それ自体のみでは、い

かなる在に対しでもそれに対抗するために式出を

取る tfl；：利は与えられない、というのが国際法の till

聖な脱J!リである」としつつ、悶家の安全の JI ：’，：；1; な

重要刊に臨みて、 I門大した国に侵略的意思がある
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ことが合理的に推定される場合には、現実にその

ような意思が明らかにされていなくても、戦争に

訴える権利を認めている。印

ヴァッテルは、「自由な人格に対する強制権は、

その人が、彼の判断に左右されない特定の理由で、

何らかの特定のことを我々に義務づけられている

場合、一言でいえば我々が彼に対して完全権を持

つ場合にのみ、我々に帰属する」1曲と言い、また

「国民は、他[l,J の閏有で完全な権利に関わらない

限りにおいて、いかなる外的完全義務も負わず内

的義務にのみ拘束される限りにおいて、自由に行

動できる」山と叙述している。ここから判断する

限り、安全権は自由・独立すなわち不干渉原則の

例外として認められているようにもとれる。

しかしながらヴァッテルは、安全権よりも自由・

独立を優先させるような記述もなしている。例え

ば、彼において条約は完全権を設定するものであ

り 162、条約の不履行国を鎮圧する権利がすべての

国に認められる。しかしすぐにヴァッテルは、

「この原則を、すべての国民に帰属する自由と独

立を妨げるところまで拡大しないように注意しな

ければならない」同と述べ、独立によってこの強

制権を制限している。意思国際法の違反に対しで

も同様の議論がなされている。出

より重要なのは意思国際法である。前述したよ

うに、意思国際法は、各国の自由・独立・平等、

その帰結としての必要国際法の認定権の各国への

分属からもたらされる法である。すなわち単純化

すれば、意思国際法は各国の自由と独立、平等を

保護するための法なのである。そしてこの意思国

際法は、安全権に基づく必要国際法上の正当戦争

をも修正する。！日すなわちヴァッテルは、意思国

際法上の戦争、形式戦争 CGuerre en form）に

ついて、「形式戦争は、その効果に関しては双方

正当とみなされなければならなし、」と述べている

のである。剛以上から、ヴァッテルにおいては、

安全権とそれに基づく正当戦争も、国家の白山と

独立によって制限されていると考えられるのであ

る。もちろん、形式戦争は強制的性格を持ち、そ

の意味で国家の白 1t1 ・独立、不干渉原則の例外を

なしている。しかしそれは、もはや国際法違反に

対する強制、 [J<J際法の執行ではない。167

したがって、ヴァッテルにおいては安全権や勢

力均衡に対しでも国家の自由・独立が優越してい

ると考えることができ、オッペンハイムの国際法

違反に対する干渉権や勢力均衡のための干渉に対

応する例外は認められていないと結論づけること

ができる。瑚 169 そしてこれらの議論は自己保存や

独立、意思国際法の概念に基づく演鐸的なものだっ

fこ。

(2）必要権（Droit de necessite) 

ヴァッテルは、必要権について、「違法な一定

の行為なしには不可欠の義務を満足させることが

できないときに、その行為に必要性のみが与える

権利」170 と定義している。すなわち、自己保存そ

の他の自己の義務を果たすために必要な場合には、

他国の権利を侵害することが許される。したがっ

てこの権利はオッベンハイムの自己保存に対応す

ると考えられる。彼によれば、必要権によって、

他国の食料を獲得し、物を利用し、女性を獲得し、

領土を通行し、居住することが認められる 0 171 ま

た、同盟による完全義務の不履行も許容されう

る。 172 しかしながら、必要権によって他国の独立

を侵害することができるか否かについては議論さ

れておらず、両者の優劣は不明である。

このようにヴァッテルにおいて必要権と独立の

関係が意識されていないのは、彼が必要権を所有

地（Domaine）や所有物（Propriete）の概念か

ら演縛的に導き出しているからだと考えられる。

すなわちヴァッテルによれば、原始共同体におい

て人々は、彼らの自然、的義務に必要な限りにおい

て、あらゆる物を使用する権利を持っていたので

あり、所有権の導入によってもその権利を奪うこ

とはできな L 、。 173 この原始共同体における使用権

から必要権が導き出されるのである。山 175

(3）人道

ヴァッテルによれは＼人が社会で生活するよう

に作られているという特性に基づいて、各国は相

互に援助し合う人道の任務 (offices de 

l ’humanite）を負う 0 176 したがって諸国は他国の

完成のために貢献しなければならず、例えば野蛮

(barbarie）から脱することを望む国民が、指導

のための教師を要求してきた場合、学識ある国民

(Nation savante）はそれを拒否しではならない。
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しかしながら、一国は他国に完成のための行為を

強制する権利は持たない。そのような行為は他国

の自然的自由の侵害とみなされる。文明化

(civiliser）と真の宗教を布教するために、アメリ

カ諸国民を攻撃し従属させたヨーロッパ人は不正

で愚かな口実に基づいていたのである。また彼に

よれば、人肉を食べ、父母を非人道的に

(inhumainement）扱うことによって、自然法に

対する重大な過ちを犯した国民に対する処罰権を

認めたグロティウスも同様に誤っている。処罰権

は自己の権利や安全に関わる場合にのみ認められ

るのである。m

以上から、ヴァッテルは文明化や人道のための

強制を、諸国の自由・独立、すなわち不干渉原則

の例外として認めていないことがわかる。178

第 3節ヴァッテルの干渉理論の評価

以上の検討から明らかなように、ヴァッテルの

干渉理論はオッペンハイムの理論と大きく車離し

ている。そしてこの寧離は、両者の法源・方法論

の相違の必然的帰結だと言うことができる。

オッペンハイムの理論と共通する点は三つあっ

た。第一に、主権併存社会と独立の帰結として、

主権問の不干渉義務が主張されている。そしてそ

の結果、安全権に関する議論に典型的に表れてい

るように、また人道理由の強制を否定する議論に

見られるように、その干渉論は国家聞の個別の権

利・利益の調整という観点から構成されている。

第二に、干渉は他国の自由の制約、強制を意味し、

武力行使には限られていない。また第三に、ウ’ァッ

テルは不干渉原則の例外として条約による干渉権

を認めている。

しかしこの三つを除く多くの点は、オッペンハ

イムと共通点を持たなし、。

第一に不干渉原則の例外については、安全権と

その一部としての勢力均衡に対しては独立が優位

しており、国際法違反に対する干渉権は認められ

ていないと考えられる。また、必要性と独立の優

劣関係は意識されていない。人道・文明のための

強制は否定されている。したがって、許容される

干渉という類型は存在しな L 、。

第二に、ヴァッテルは、内戦の正当な一方当事

者への支援を認めることによって、伝統的国際法

学においては否定されている、政府の非正当性を

理由とする政府に対する強制を認めている。その

前提には、国民主権に基づき、独自の意，思を持つ

具体的な国民と同一視される国家概念、正当な限

りにおいて、すなわち国民の具体的同意を得てい

る限りにおいてのみ代表資格を認められる政府概

念が存在した。前述したようにオッペンハイムに

おいては、正当性に関わらず実際に支配している

政府が国家代表資格を認められ、国家は、政府の
意思と別に独自の意思を持つ具体的な君主や国民

とは区別された、抽象的な概念になっていた。し

たがってヴァッテルの不干渉原則は、オッペンハ

イムの不干渉原則と、その主体が異なるのである。

ヴァッテルの議論はむしろ自決権に類するものと

考えられる。

したがって、干渉の定義と条約による干渉権を

除いては、ヴァッテルの議論は伝統的国際法学に

おける干渉理論と共通点を持たないと結論づける

ことができる。特に両者の不干渉原則はその主体・

保護対象が異なる。したがって、ヴァッテルの干

渉理論と伝統的国際法学の干渉理論の聞に単純に

連続性を想定する議論は正確ではな L 、。

このようにヴァッテルの理論が伝統的国際法学

の理論と大きく黍離している原因は、両者の方法

論の違いにある。オッペンハイムの干渉論は、彼

の実定法概念に従って、特に 19世紀の国家実行を、

大国の実行の一致と国際法の定義の二つの基準で

評価し、かっ部分的には実定法概念から直接演鐸

し、そうして得られた諸規則を主権国家間の権利・

利益の調整という観点から構成することで成立し

ていた。これに対してヴァッテルは、まったく異

なる法源・方法論、判断基準を採用している。前

述したように、ヴァッテルにおいて必要国際法は

国際関係に適用された自然法に他ならず、また意

思国際法の基盤である推定された合意も自然法に

よって強制されるものであって、経験的に確認さ

れるものではなかった。

このような法源論の結果、彼の方法は基本的に

直観的・演鐸的であり、国家実行の認識に基づい

て議論を構築していない0 179 この演緯的方法にお

いて国際法か否かの判断基準になっているのは、
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自然状態としての国際社会と国民の自然的自由と

いう翌日論的前提であり、そこから派生する国民主

権、主権者の地位、意思国際法、自己保存義務と

いった抽象的原則で、ある。これらの原則を前提と

した結果、オッペンハイムと異なり、ヴァッテル

は執行や共同体の存在を論証する必要を感じてい

ない。国際社会は自然状態であり、良心しか拘束

しない必要国際法を法と呼んでいることから窺え

るように、彼にとって外部権力による執行可能性

はそもそも法の存在の条件ではない。

ヴァッテルの第一義的な国際法判断基準が、諸

大国の実行の一致などの国家実行認識ではないこ

とは、彼の干渉理論が当時の国家実行・ヨーロッ

パ社会の現実と一致していないことから確かめら

れる。例えばヴァッテルは、前述したように国民

主権概念に基づいて国民の君主への正当な抵抗に

対する外国の援助権を演鐸的に導き出している。

しかし、 30年ほど後に、フランス革命1叩において、

革命政府が凶民主権に基づいて同様の革命干渉の

主張叩 182を行った際には、大陸諸国は逆に君主主

権に基づく反革命干渉を主張したのである。同こ

こから、ヴァッテルの当時においては、君主主権

の概念とそれに基づく反革命干渉がヨーロッパ社

会で一般的であったと言える。そして、その後内

外情勢の悪化に伴ってフランス革命政府が主張し

た不干渉原則は、フランスの革命干渉と大陸諸国

の反革命干渉を共に否定するという意味を持って

いたのである。l嗣ここから、ヴァッテルにおいて

は国民主権などの理論的前提が第一義的な判断基

準であり、国家実行認識に優越していることがわ

かる。

ただし、ヴァッテルにおいても国家実行や国際

社会の現実の認識が、直観的・演鐸的議論を介し

て第二義的な判断基準としては作用していると考

えることができる。不干渉原則と主権 11:J の権利・

利益の調整としての干渉論構成、干渉概念、条約

による干渉については両者が一致していた。ヴァッ

テルにおいては、自然状態という前促ーから主権併

存社会としての国際社会という概念が演縛され、

そこから不干渉原則や国家の独立を制約する行為

という干渉概念、合意による独立. 干 I 山の制約の

合法性が論間的に導き出されていたが、 i：述した

ように、主権国家からなる国際社会という概念や

合意による主権の制約には、当時のヨーロッパ社

会の現実の認識も反映していた。すなわち、これ

らの点で両干渉理論が一致するのは、ヴァッテル

の議論に当時の国家実行や国際社会の現実認識が

反映しており、その後の学者においてもこれらの

現実認識に変化がなかったからだと言える。

第4章結論

本稿においては、ヴァッテルの干渉論とオッペ

ンハイムの干渉論を比較検討することによって、

干渉論の展開におけるヴァッテルの位置づ‘けを明

確化するとともに、干渉論の構造をそれぞれの学

者が採用した方法論の帰結として理解することを

試みた。

ヴァッテルは自然法論に立ち、具体的には自然

状態としての国際社会、国民の自然的自由、自己

保存義務などの理論的前提を第一義的判断基準と

して干渉論を構築していた。このような抽象的議

論の結果、不干渉原則、主権問の利益の調整とし

ての干渉論、干渉概念といった大きな枠組みはウoアツ

テルにおいて成立しているが、不干渉原則の主体

や、個々の例外などの細部は未発達であったと結

論づけることができる。

したがってヴァッテルにおいて自然法的方法論

の帰結として干渉論の巨視的枠組みが成立してい

るわけだが、ここで問題になるのは、このような

不干渉原則の巨視的枠組みはヴァッテルにおいて

はじめて成立したのか、という点である。本稿で

試みたように、干渉論を方法論の関数として把院

できるとするなら、ヴァッテルと同様に自然、法論

を採用し、一定の理論的前提を判断基準に演鐸的

に議論を構築していると J考えられる先行諸学説に

おいても、不干渉！反JliJの巨視的枠組みが見出され

る可能性がある。この点を明らかにすることが今

後の第ーの課題である。

また、ヴァッテルにおいては見出せなかった、

不干渉開川の十体や例外についての詳細な議論、

すなわちオッベンハイムの干渉理論の出引がいつ

成立したかも問題となる。私見では、オッペンハ

イムの議論の l明穿は 19 世紀前半のホィ一トン
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(H. Wheaton 1785-1848）に見出せる。ホィ一ト

ンは、オースティンの実証主義に触発された法昭

解を示し1師、干渉論と戦争論を 19 世紀前半の諸大

国の実行と国際法の執行、共同体への理論的関心

に基づいて構成しているのである。四この点につ

いてもより詳細な検討が必要である。

最後に、オッペンハイムの干渉論が、戦間期以

降の学説においてどのように受容され、あるいは
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